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　株主の皆様には、平素よりご高配を賜り厚く御礼申
しあげます。
　当社は2024年12月18日に事業再生計画（以下、「本
再生計画」といいます。）を公表し、初年度である当
期においては、不採算事業からの撤退・再編を完遂す
るとともに、収益基盤及び経営体制の強化に取り組ん
でまいりました。
　当社グループの第127期（2025年4月1日から
2026年3月31日まで）における業績につきましては、
前期に撤退した事業における売上高の減少影響があっ
たものの、金属価格の上昇や下期以降の円安進行を背
景に、製錬事業が堅調に推移し、売上高は1,255億50
百万円となりました。
　損益面では、原料鉱石の買鉱条件悪化や鉛リサイク
ル原料価格の高止まりなど厳しい事業環境が継続した
一方で、金製品の販売数量増加に加え、金・銀・ビス
マスなど希少金属価格の上昇が収益に寄与しました。
また、亜鉛製錬事業の再編に伴う資産売却など、事業
構造改革施策の効果も収益改善に貢献しました。
　この結果、営業利益は67億22百万円（前期比約11
億円増）、経常利益は56億78百万円（前期比約20億
円増）となりました。また、前期に計上した亜鉛製錬
事業再編に伴う特別損失が当期はなくなったことなど
から、親会社株主に帰属する当期純利益は47億82百
万円（前期比約62億円改善）となりました。

代表取締役社長
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　なお、当期の期末配当は、いまだ本再生計画の途上
であることから、誠に遺憾ではございますが無配とさ
せていただきました。

事業再生計画について
●当期における取り組み
　当期においては、資源事業の撤退は完了し亜鉛製錬
事業の再編も実施しました。また、初年度の数値目標
も達成しており、本再生計画は着実に実行されており
ます。2026年2月には、更なる事業再生の加速と企業
価値向上を目的として、
	 1. �製錬事業（鉛・銀）を中心とした工場DXに対する
投資

	 2. �回収元素のバリエーション拡大、高純度化・難処理
複雑鉱石処理に対する投資

	 3. �廃バッテリー・巣鉛増産処理に伴う工程整備組織
体制強化に対する投資

を柱とする「事業再生計画の加速に向けた競争力強化
投資」を公表し、新株予約権による資金調達を開始し
ました。
　また、2026年3月には、事業構造改革をさらに推進
するための組織改正を実行し、事業ごとの責任体制の
明確化と収益力強化に向けた体制整備を進めました。
●今後の見通し
　当社グループは、2025年度からの5年間を、持続的
な成長を実現する企業体へ進化するための「事業再生

期間」と位置付けております。2年目となる2026年度
につきましては、外部環境に依存しない自らの力で収益
を創出する基盤固めの1年であると認識しております。
　具体的には 
	 1. 操業安定の徹底
　　・安全・安定操業の確立
　　・トラブル未然防止／再発防止  
	 2. 収益力の強化
　　・原料ベストミックスの高度化
　　・二次原料からの有価金属回収強化  
	 3. 全社構造改革の加速
　　・施策効果による改善積上げ
　　・低収益事業・資産の見直し 
	 4. 投資テーマにおける検討強化
　　・事業の競争力強化投資の検討推進
　　・非連続な成長を見据えた機能強化
を重点方針として取り組んでまいります。
　当社は、事業再生を単なる縮小均衡ではなく、製錬
技術とリサイクル技術を基盤とした成長転換の機会と
捉えております。今後も、「社会インフラを支えるリ
サイクリングのリーディングカンパニー」を目指し、
企業価値向上に努めてまいります。
　株主及び関係者の皆様におかれましては、当社の変
革への挑戦に対し、引き続き温かいご理解とご支援を
賜りますよう、心よりお願い申しあげます。

2026年6月
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製錬事業
売上高1,039億52百万円
前期比40％増 120,000

80,000
40,000

0

（百万円）
103,952

74,283

2025年度2024年度

77.4%

1,039億52百万円
主要な事業内容
鉛製品、電気銀、金、硫酸

　製錬事業部門において、鉛製品は、上期における操業不調などから生産量が減少し前期比で9.3％の減収となりました。銀製品は、銀相場高
騰により国内販売価格が上昇し、前期比78.9％の増収となりました。
　その他、金や硫酸などその他の製品を合わせた当事業部門の業績は、金製品の販売数量の増加や、金及びビスマスなど希少金属の相場上昇な
どにより、売上高は1,039億52百万円と前期比296億68百万円（40％）の増収となりました。損益面では、原料鉱石の高騰及び買鉱条件悪化、
並びに鉛リサイクル原料の調達価格の高止まりの影響を受けましたが、経常利益は37億93百万円と前期比2億22百万円（6％）の増益となり
ました。

環境・リサイクル事業
売上高69億27百万円
前期比9％増 9,000

6,000
3,000

0

（百万円）

6,353 6,927

2025年度2024年度

5.2%

69億27百万円
主要な事業内容
酸化亜鉛、廃棄物処理

　自動車などのタイヤ製造に用いられる主力製品の酸化亜鉛は、タイヤメーカーの生産が回復したものの、2025年9月に発生した小名浜製錬
所における火災事故の影響で減産減販となったことなどから、販売量はほぼ横ばいとなりました。
　一方、亜鉛相場及び為替の影響などにより、当事業部門の売上高は69億27百万円と前期比5億74百万円（9％）の増収となりました。損益
面については、上述の火災事故の影響などにより製造コストが増加し、経常利益は9億20百万円と前期比7億49百万円（45％）の減益となり
ました。
※各事業部門の売上高には、事業部門間売上高を含みます。

基盤・成長事業の概況

3 TOHO ZINC CO., LTD.

事業部門別の概況
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電子部材・機能材料事業
売上高35億19百万円
前期比24％減 6,000

4,000
2,000

0

（百万円）

5,938

4,601
3,519

2025年度2024年度
主要な事業内容
電子部品、電解鉄

《電子部品》電子部品は、米国の電気自動車販売低迷による車載電装向けの販売の落ち込みに加え、OA機器向けの販売も減少し、売上高は前
期比6％の減収となりました。
《電解鉄》電解鉄は、当期の前半において航空機向けなど海外特殊鋼需要が好調であったことにより、売上高は前期比で4％の増収となりました。
　上記に加え前期に撤退したプレーティング事業及び機器部品事業における売上高の剥落も影響し、当事業部門の売上高は35億19百万円と前
期比10億82百万円（24％）の減収となりました。損益面では、事業撤退の影響が軽微であったこともあり、経常利益は4億55百万円と前期比
23百万円（5％）の減益に留まりました。

金属リサイクル事業
売上高92億25百万円
前期比71％減 30,000

20,000
10,000

0

（百万円）

9,225

31,334

2025年度2024年度
主要な事業内容
各種メタルの製品加工及び環境ダスト処理

本再生計画に基づき亜鉛製錬事業を金属リサイクル事業へ再編し、当期より当該事業部門として表示しております。
前期においては、亜鉛相場上昇と円安が損益改善に寄与したものの、電力費や諸資材価格の高騰により損失となりました。当期においては、
亜鉛製錬の主要設備を2025年3月末に停止した後、残存する亜鉛製品の在庫販売にかかる損益と残務処理にかかる費用等を計上しました。一
方、亜鉛製錬事業の再編に伴う保有資産売却の施策効果が収益に大きく貢献しました。
この結果、当事業部門の業績は、売上高は92億25百万円と前期比221億19百万円（71％）の減収、経常利益は14億51百万円と前期比26億
98百万円の増益となりました。

2.6%

35億19百万円

6.9%

92億25百万円

その他事業
売上高106億50百万円
前期比4％増 12,000

8,000
4,000

0

（百万円）

9,891

10,277 10,650

2025年度2024年度

7.9%

106億50百万円
主要な事業内容
土木・建築・プラントエンジニアリング、
運輸、環境分析

　土木・建築・プラントエンジニアリング事業、運輸事業、環境分析事業等からなる当事業部門の売上高は、ほぼ前期並みとなりました。経常
利益は、撤退事業における損失の解消はあったものの、運輸事業でのコスト高などにより減益となりました。
　この結果、当事業部門の業績は、売上高は106億50百万円と前期比3億73百万円（4％）の増収、経常利益は3億7百万円と前期比1億67百
万円（35％）の減益となりました。

4TOHO ZINC CO., LTD.
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■　本　　社 東京都港区虎ノ門三丁目18番19号　電話（03）4334-7313（代表）
■　設　　立 1937年3月5日
■　資 本 金 1,105,537,840円
■　従業員数 単体： 329名、連結： 663名
■　事業内容 製錬事業、環境・リサイクル事業、電子部材・機能材料事業、金属リサイクル事業

会社概要（2026年3月31日現在）

■　取締役（2026年6月26日現在）
代表取締役社長執行役員 佐 藤 義 和 CRO兼CLO

取 締 役 鷲 巣 　 寛 （社外取締役）

取 締 役 印 東 　 徹 （社外取締役）

取 締 役 田 中 耕 路 （社外取締役）

取 締 役 宮 本 洋 之 （社外取締役）

取 締 役 坪 井 寛 行 （社外取締役）

取 締 役 青 野 　 豪 常勤監査等委員（社外取締役）

取 締 役 中 川 有 紀 子 監査等委員（社外取締役）

取 締 役 飯 塚 　 茂 監査等委員

■　執行役員（2026年6月26日現在）
常 務 執 行 役 員 森 田 英 治 CTO兼技術統括部長兼製錬技術部長

常 務 執 行 役 員 二 木 健 匡 CFO兼総務担当兼CBH Resources Pty Ltd. Director

常 務 執 行 役 員 高 橋 康 司 金属事業部長

執 行 役 員 山 崎 晃 一 東邦契島製錬株式会社代表取締役社長

執 行 役 員 高 橋 　 宏 安中製錬所長

執 行 役 員 世 利 耕 一 電子部材・機能材料事業部長兼CBH Resources Pty Ltd. Director

執 行 役 員 橋 田 幸 弘 リサイクル事業部長

執 行 役 員 森 谷 明 広 CDIO

5 TOHO ZINC CO., LTD.
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株式の状況（2026年3月31日現在）
■　�発行可能株式総数�
普通株式……………………………70,000,000株	
A種優先株式………………………… 3,000,000株	
B種劣後株式…………………………18,000,000株

■　�発行済株式の総数�
普通株式……………………………13,773,521株	
A種優先株式………………………… 3,000,000株	
B種劣後株式…………………………17,537,026株

■　�株　　主　　数�
普通株式………………………………… 19,228名	
A種優先株式………………………………………6名	
B種劣後株式………………………………………7名

■　大　　株　　主

株主名
持株数 合計株式�

持株比率普通株式 A種優先株式 B種劣後株式 合計
株 株 株 株 ％

投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナーズVII号 — 1,261,164 6,553,204 7,814,368 22.78

JBO(AP) VII, L.P. — 587,283 3,051,614 3,638,897 10.61

APCP VII, L.P. — 579,660 3,012,004 3,591,664 10.47

CJIP (AP) VII, L.P. — 388,926 2,020,920 2,409,846 7.03

株式会社辰巳商会 50,000 — 1,948,559 1,998,559 5.83

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,019,100 — — 1,019,100 2.97

AP Reiwa F7-B, L.P. — 107,940 560,873 668,813 1.95

AP Reiwa F7-A, L.P. — 75,027 389,852 464,879 1.36

JPモルガン証券株式会社 351,038 — — 351,038 1.02

BNP PARIBAS NEW YORK BRANCH -
PRIME BROKERAGE CLEARANCE ACCOUNT 239,100 — — 239,100 0.70

注1．持株比率は自己株式を控除して算出しております。
注2．A種優先株式には、議決権はありません。

合　計
34,310,547株

外国法人等
13,167,607株

38.38%

個人その他
 16,439,563株

47.91%

政府・地方公共団体
 37株

0.00%

金融機関
1,192,500株
3.48%

金融商品取引業者
788,581株
2.30%

その他国内法人
2,722,259株
7.93%

■　株式所有者別分布状況

6TOHO ZINC CO., LTD.
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A

A

A

E

China

Japan

Australia

B C

A   本社
B   大阪営業所
C   名古屋営業所
D   安中製錬所
E   小名浜製錬所
F   藤岡事業所
G   東邦契島製錬株式会社

東邦契島製錬株式会社 藤岡事業所

小名浜製錬所

安中製錬所

A 	 CBH Resources Pty Ltd. 
	 Level 10, 99 Mount Street, 
	 North Sydney NSW 2060 Australia

G

D
F

A   東邦亜鉛香港有限公司〔中国：香港〕

東邦亜鉛香港有限公司

グローバルネットワーク

7 TOHO ZINC CO., LTD.
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当社WEBサイトのご案内

■　事 業 年 度 	 4月1日～翌年3月31日
■　基　準　日	 3月31日、その他必要により取締役会で決議した日
■　配当金支払	 3月31日及び中間配当を実施するときは9月30日
	 株主確定日
■　定時株主総会	 毎年6月
■　公告の方法	 電子公告　https://www.toho-zinc.co.jp/
	 	 �ただし、やむを得ない事由により電子公告による公告を

することができない場合は、日本経済新聞に掲載いたし
ます。

■　単元株式数	 100株
■　株主名簿管理人　東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
	 特別口座の口座管理機関	 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
	 （お問い合わせ先）	 東京都府中市日鋼町1番1号
	 	 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
	 	 フリーダイヤル0120-232-711
	 	 郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
	 	 　　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

（ご注意）
１．�株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求
その他各種お手続きにつきましては、原則、
口座を開設されている口座管理機関（証券会
社等）で承ることとなっております。口座を
開設されている証券会社等にお問い合わせく
ださい。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）
ではお取扱いできませんのでご注意ください。

２．�特別口座に記録された株式に関する各種お手
続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が
口座管理機関となっておりますので、左記特
別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）
にお問い合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信
託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３．�未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ
信託銀行本支店でお支払いいたします。

当社WEBサイトでは、決算短信等、最新会社情報を
「IR情報」に掲載しております。
今後も、株主・投資家の皆様にお役立ていただけるよう工夫
を加え、掲載情報のより一層の充実を図ってまいります。

https://www.toho-zinc.co.jp/ir/

東邦亜鉛　IR 検索

見やすいユニバーサル	
デザインフォントを採用
しています。

株式についてのご案内
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